
１．評価調書【今後の取り組み】の改善状況

今
後
の
改
善
・
対
応

これまでの改善・対応内容

市立中央図書館での相談業務への協力や，研究開発支援の一環となる市からの研
究開発補助金の継承など，次年度に向けた支援体制の構築を図り，財団の機能強
化を進めた。

工
程

実施事項 20

【今後の取り組み】

①

　政令指定都市における産業支援機関として，財団の活動をアピールし市民・企業の認知度を高める。

外郭団体評価　改善状況報告調書（平成１９年度評価分）

団体名 財団法人新潟インダストリアルプロモーションセンター
所管課

　産業政策課

今後（引き続き）改善・対応予定

【今後の取り組み】

既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

③

　専門知識を有する外部の人材を積極的に活用することで，財団の機能強化，専門性の向上を図る。

改善・対応区分

これまでの改善・対応内容

従来の経営アドバイザーに加えて，中小企業診断協会新潟県支部と次年度からの
相談員派遣に関する覚書を締結した。

改善・対応区分

20 年度 21

企業訪問を積極的に実施し，財団の支援事業を紹介するなど財団活動の周知に努
めた。これまでの改善・対応内容

今後の改善・対応方針等

年度

既に改善・対応済み

年度

【今後の取り組み】

②

　総合相談機能の強化，研究開発プロジェクトの推進など，市の産業施策の実行機関として，引き続き財団の機能強化
を図る。

改善・対応区分

年度 年度

引き続き財団職員による企業訪問を実施するほか，関係する団体・支援機関と連携
し，市民・企業等の認知度を高める。

実施
工
程

今後の改善・対応方針等

引き続き相談機能の強化を図るとともに研究開発支援体制の充実を図り，研究開発
プロジェクトを推進する。

実施事項
企業訪問の充実強化

既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

相談機能の強化
実施

21

年度

年度

研究開発支援体制の強化
実施

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

検討

今後も外部人材の活用を進めるとともに，職員の採用・育成については，財団組織
と新たな財源の確保と勘案して検討する。

年度

今
後
の
改
善
・
対
応

外部人材の活用
実施

工
程

プロパー職員の採用・育成

実施事項 年度

年度

20 年度 21 年度

1



２．評価調書【総合評価】における「今後の取り組みに対する評価，改善指示事項」の改善状況

研究開発支援体制の強化（再
掲）

実施

年度 年度
実施

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

新潟エリア産学連携協議会を活用して，総合相談窓口の強化，研究開発プロジェク
トを推進し，政令指定都市における産業支援機関として求められる事業を新潟市と
ともに立案し実施する。

工
程

実施事項 20 年度 21 年度
相談機能の強化（再掲）

これまでの改善・対応内容

平成２０年度事業計画の立案にあたり，相談機能及び研究開発支援体制の強化を
図った。

【総合評価】今後の取り組みに対する評価，改善指示事項
　事業については，政令市・国際拠点都市の産業施策を担う団体として相応しい事業を立案・実施し，より効果的な事業展
開を行うことが必要である。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

年度 年度

年度

自主財源の確保のため，国の競争的資金の獲得を実施した。今後も引き続き行う。

大学，関係団体との連携強
化

実施

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

大学や関係団体との連携強化に努め，産学官連携の推進，産学マッチング促進を
図る。

工
程

実施事項 20 年度 21 年度

【今後の取り組み】

④

　大学や市内の商工団体，産業支援機関などの関係団体と連携することで，産学官連携の推進を図る。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

これまでの改善・対応内容

平成１９年度に設立した新潟エリア産学官連携協議会の組織について検証を行っ
たほか，産学連携を促進するために，企業と県内大学研究室との共同研究等を支
援する補助制度を創設した。

【総合評価】今後の取り組みに対する評価，改善指示事項

既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

20 年度 21 年度

これまでの改善・対応内容

検討
年度

国の競争的資金の積極的な獲得を図ることで継続して自主財源の確保を行う。職
員の採用・育成については，財団組織と新たな財源確保と勘案して検討する。

　少ない財源の中で機能強化を図り，自立的な組織体制を確立するためには，他団体との連携や専門家等の外部人材の
活用をさらに進めるとともに，なおも自主財源の確保やプロパー職員の採用・育成について検討する必要がある。

今
後
の
改
善
・
対
応

改善・対応区分

今後の改善・対応方針等

工
程

実施事項
プロパー職員の採用・育成（再
掲）

外部人材の活用（再掲） 実施

2


